
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
一対のガラス基板間に液晶を封入してなる液晶パネルと、複数の棒状の蛍光ランプ及び反
射板よりなるバックライトと、前記液晶パネル及び前記バックライトの間で相互と対向配
置される拡散板と、前記液晶パネルを収容するパネル収容枠と、前記バックライトを収容
するバックライト収容筐体と、前記パネル収容枠及び前記バックライト収容筐体内に収容
されて相互を連結する中間枠と、前記バックライト収容筐体内に固定され前記各蛍光ラン
プの両端を貫通させて支持する一対の支持台と、を備えた液晶表示装置において、前記パ
ネル収容枠、前記バックライト収容筐体、及び前記中間枠が導電性金属板から形成されて
なり、前記液晶パネルの縁部が前記パネル収容枠と前記中間枠で挟持され

前記パネル収容枠及び前記バックライト収容筐体が前記中間
枠にそれぞれ第１ネジ及び第２ネジで締結されて取り付けられており、前記パネル収容枠
又は前記バックライト収容筐体がグランド電位に接地されることを特徴とする液晶表示装
置。
【請求項２】
　前記中間枠は、断面略Ｌ字形の各一対の中間枠短辺部材及び中間枠長辺部材が相互に第
３ネジで締結されてなることを特徴とする請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記液晶パネルは、その一側に液晶パネル駆動用のソース側回路基板がソース側配線フ
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、該中間枠は相
互に独立した短辺部材と長辺部材を組み合わせて構成され、前記拡散板の縁部が前記中間
枠と前記支持台で挟持され、



ィルムを介して接続されるとともに、このソース側配線フィルムが接続された一側と直角
な他の一側に液晶パネル駆動用のゲート側回路基板がゲート側配線フィルムを介して接続
されており、前記ソース側回路基板が前記バックライト収容筐体の背面と第４ネジで締結
され、前記ゲート側回路基板が前記中間枠と第５ネジで締結されて組み付けられることを
特徴とする請求項１又は２に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
前記中間枠と接触する前記拡散板の一面にＩＴＯ膜が積層されていることを特徴とする特
徴とする請求項１から３のいずれかに記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、液晶表示装置に関し、特に、大画面に好適ないわゆるバックライト直下型の液
晶表示装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来この種の液晶表示装置は、一般的に、一対のガラス基板間に液晶を封入してなる液晶
パネルと、複数の棒状の蛍光ランプ及び反射板よりなるバックライトと、液晶パネル及び
バックライトの間で相互と対向配置される拡散板と、液晶パネルを収容するパネル収容枠
（以下、「ベゼル」と記すことがある）と、バックライトを収容するバックライト収容筐
体（以下、「リアシャーシ」と記すことがある）と、ベゼル及びリアシャーシ内に収容さ
れて相互を連結する中間枠と、リアシャーシ内に固定され各蛍光ランプの両端を貫通させ
て支持する一対の支持台と、を備えており、液晶パネルの縁部がベゼルと中間枠で挟持さ
れ、拡散板の縁部が中間枠と支持台で挟持され、ベゼル及びリアシャーシが中間枠にそれ
ぞれネジで締結されて組み付けられている。
【０００３】
このような構成によれば、各蛍光ランプから発せられた光は、直接及び反射板で反射して
先ず拡散板に入射し、この拡散板により拡散されて液晶パネルに向けて出射され、これに
より液晶パネルは均等な輝度分布で照射される。
【０００４】
ところで、近年、広告等の各種情報の表示用やＴＶ用として、画面サイズすなわち液晶パ
ネルの大きい液晶表示装置に対する需要が増加してきており、この大画面化の要求に対し
ては、液晶パネルを十分に保護して保持すべく、ベゼルや中間枠やリアシャーシのサイズ
を拡大させ、併せて、液晶パネルに十分な輝度の照射光を与えるべく、蛍光ランプを伸ば
してその本数を増す必要がある。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、上記した中間枠は、主として重量や素材コストを抑える観点から、線膨張率の高
い絶縁性を有する安価な樹脂が一般に適用されるため、大画面化に対し以下のような問題
がある。
【０００６】
第１に、蛍光ランプすなわちバックライトの総発光量が増すことからその発熱量も著しく
増大するわけであるが、その過大な熱を装置外に放熱する何らかの工夫を施さなければ、
その過大な熱の影響で中間枠が変形し、その中間枠に関与する各部品の位置精度を十分に
確保できない。
【０００７】
第２に、蛍光ランプから発せられたり装置外から不用意に与えられたりする高周波ノイズ
の電荷が装置内に過度に滞留すると、液晶パネルの映像に悪影響を及ぼすことから、導電
性金属板から成形されてなるベゼルやリアシャーシ、液晶パネル駆動用のソース側回路基
板やゲート側回路基板、及び拡散板の一面に積層されて蛍光ランプからの高周波ノイズの
吸収するＩＴＯ（インジウムチンオキサイド）膜といった電荷の滞留し易い部品をグラン

10

20

30

40

50

(2) JP 3883912 B2 2007.2.21



ド電位に接地して、滞留電荷を装置外に放出する必要があるが、従来は、各部品にそれぞ
れ専用の接点部を設けて、それぞれを接地したり、それらの幾つかを接地し他は相互に接
続したりしていた。従って、各接点部を設けるために検討する設計工数や、実際に各接点
部を接続する作業工数が余計にかかっていた。なお、この問題は画面サイズの大小を問わ
ず生じていたが、大画面化の場合は、蛍光ランプの総発光量が増すことからその高周波ノ
イズも著しく増大するため、特に配慮しなければならない。
【０００８】
そこで、本発明は、上記の問題に鑑みてなされたものであり、バックライトの総発光量が
増しても、各部品の位置精度を十分に確保でき、しかも簡単な構成で高周波ノイズの電荷
を装置外に放出できる液晶表示装置を提供することを目的とするものである。
【０００９】
　上記の目的を達成するため、本発明による液晶表示装置は、一対のガラス基板間に液晶
を封入してなる液晶パネルと、複数の棒状の蛍光ランプ及び反射板よりなるバックライト
と、前記液晶パネル及び前記バックライトの間で相互と対向配置される拡散版と、前記液
晶パネルを収容するパネル収容枠と、前記バックライトを収容するバックライト収容筐体
と、前記パネル収容枠及び前記バックライト収容筐体内に収容されて相互を連結する中間
枠と、前記バックライト収容筐体内に固定され前記各蛍光ランプの両端を貫通させて支持
する一対の支持と、を備えた液晶表示装置において、前記パネル収容枠、前記バックライ
ト収容筐体、及び前記中間枠が導電性金属板から形成されてなり、前期液晶パネルの縁部
が前記パネル収容枠と前記中間枠で挟持され

前記パネル収容枠及び前記バックライト収容筐体が前記中間枠にそれぞれ第１ネジ及び第
２ネジで締結されて取り付けられており、前記パネル収容枠又は前記バックライト収容筐
体がグランド電位に接地される。これにより、バックライトの総発光量が増してその発熱
量が増大しても、中間枠が樹脂よりも線膨張率が小さい金属であること

、中間枠の熱変形が抑え
られることになる。また、単に組み付けることで、パネル収容筐体と中間枠とが電気的に
導通し、相互がグランド電位に接地されることになる。
【００１０】
ここで、中間枠の素材コストを抑止すべく素材歩留まりを向上させる目的で、前記中間枠
は、断面略Ｌ字形の各一対の中間枠短辺部材及び中間枠長辺部材が相互に第３ネジで締結
されてなることが好ましい。
【００１１】
また、高周波ノイズの電荷が滞留し易い他の部品を簡単に接地する観点から、前記液晶パ
ネルは、その一側に液晶パネル駆動用のソース側回路基板がソース側配線フィルムを介し
て接続されるとともに、このソース側配線フィルムが接続された一側と直角な他の一側に
液晶パネル駆動用のゲート側回路基板がゲート側配線フィルムを介して接続されており、
前記ソース側回路基板が前記バックライト収容筐体の背面と第４ネジで締結され、前記ゲ
ート側回路基板が前記中間枠と第５ネジで締結されて組み付けられるとよい。
【００１２】
また、同様の観点から、前記中間枠と接触する前記拡散板の一面にＩＴＯ膜が積層されて
いてもよい。
【００１３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。図１～図５は本発明の一
実施形態である液晶表示装置の外観図、図６はその液晶表示装置におけるメンテナンス時
の斜視図、図７～図１１はその液晶表示装置の組立時におけるバックライト側ユニットの
外観図、図１２及び図１３はその液晶表示装置の中間枠を構成する中間枠短辺部材及び中
間枠長辺部材の斜視図、図１４及び図１５はその液晶表示装置に用いられるスペーサの斜
視図、図１６～図２６はその液晶表示装置の分離動作を説明する要部断面図である。なお
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、該中間枠は相互に独立した短辺部材と長辺
部材を組み合わせて構成され、前記拡散版の縁部が前記中間枠と前記支持台で挟持され、

と相互に独立した
複数の部材（短辺部材及び長辺部材）で形成されていることから



、図中で同じ名称で同じ機能を果たす部分には同一の符号を付し、また図７～図１１には
、説明の便宜上図１～図５に付した断面符号に相当する位置に同一の断面符号を付してい
る。
【００１４】
１は液晶パネル、２はバックライト用の光を発する複数の蛍光ランプ、３は各蛍光ランプ
２からの光を反射させる反射板、４は受けた光を拡散させて放射する拡散板、５は液晶パ
ネル１を収容するパネル収容枠（ベゼル）、６は各蛍光ランプ２及び反射板３を収容する
バックライト収容筐体（リアシャーシ）、７はベゼル５及びリアシャーシ６内に収容され
て相互を連結する中間枠（以下、「センタシャーシ」と記すことがある）、８はリアシャ
ーシ６内に固定され各蛍光ランプ２の両端を貫通させて支持する一対の第１支持台、９は
各第１支持台８上に対向配置されてセンタシャーシ７に固定され拡散板４の縁部をセンタ
シャーシ７とで挟持する第２支持台である。以下、これら各部品の構成について順に詳述
する。
【００１５】
液晶パネル１は、一対のガラス基板１１間に液晶を封入してなる一般的な矩形のものであ
って（図１、２、６参照）、各ガラス基板１１の外面には偏光フィルム等の光学シート１
２が積層されており、その液晶パネル１の縁部が、詳細は後述するベゼル５とセンタシャ
ーシ７とで挟持される（図１６～２６参照）。
【００１６】
また、装置の上側となる液晶パネル１の長辺には、液晶パネル駆動用のソース側回路基板
１３が、可撓性のソース側配線フィルム（不図示）を介して接続され（図１９～２４の（
ａ）参照）、この長辺に直角で装置の右側又は左側となる短辺には、液晶パネル駆動用に
ソース側回路基板１３と対をなすゲート側回路基板１４が可撓性のゲート側配線フィルム
（不図示）を介して接続されている（図１６～１９参照）。ここで詳細は後述するが、ソ
ース側回路基板１３は、リアシャーシ６の背面にネジ２８で６ヶ所締結されて組み付けら
れることから、それらネジ２８をそれぞれ挿通させる貫通孔１３ａが形成され（図２０参
照）、他方、ゲート側回路基板１４は、センタシャーシ７を構成する中間枠短辺部材７１
（以下、「短辺側ＣＣ」と記すことがある）にネジ２９で４ヶ所締結されて組み付けられ
ることから、それらネジ２９をそれぞれ挿通させる貫通孔１４ａが形成されている（図１
８参照）。
【００１７】
各蛍光ランプ２及び反射板３は、液晶パネル１を照射するためのバックライトをなすもの
である。図６に示すように、各蛍光ランプ２は、個々に細長い棒状であって、リアシャー
シ６内で長辺方向すなわち装置の左右方向に延在して、短辺方向すなわち装置の上下方向
に等間隔で配置され、それらの各両端が各第１支持台８を貫通して支持されている。反射
板３は、各蛍光ランプ２の背面側に配置されてリアシャーシ６内に固定されており、各蛍
光ランプ２からの光の反射効率を高めるべく、隣接する蛍光ランプ２の間で断面くの字状
に隆起している。なお、反射板３の表面には、より反射効率を高めるために、酸化チタン
を含有した白色の塗料が塗布されている。
【００１８】
拡散板４は、液晶パネル１と略同形状の矩形のものであって（図７参照）、その表面には
数種の光学シートが積層され、その最表面が高周波ノイズの吸収するＩＴＯ膜４１となっ
ており、その拡散板４の縁部が、詳細は後述するセンタシャーシ７と第２支持台９とで挟
持されて、液晶パネル１と各蛍光ランプ２との間で相互と対向配置されることになる（図
１６～２６参照）。よって、各蛍光ランプ２から発せられた光は、直接及び反射板３で反
射して拡散板４に入射し、この拡散板４により拡散されて液晶パネル１に向けて出射され
つつ、ＩＴＯ膜４１により不要な高周波ノイズが除去され、これにより液晶パネル１は均
等な輝度分布で照射されることになる。
【００１９】
ベゼル５は、導電性金属板から成形された断面略Ｌ字形の各一対のパネル収容枠短辺部材

10

20

30

40

50

(4) JP 3883912 B2 2007.2.21



５１及びパネル収容枠長辺部材５２よりなる（図１～４、６参照）。ここで、詳細は後述
するが、各パネル収容枠短辺部材５１は、センタシャーシ７を構成する各短辺側ＣＣ７１
に、ネジ２１及びネジ２２でそれぞれ２ヶ所及び４ヶ所ずつ締結されて組み付けられるこ
とから、それらネジ２１及びネジ２２をそれぞれ挿通させる貫通孔５１ａ及び貫通孔５１
ｂが形成されている（図１６、１７参照）。他方各パネル収容枠長辺部材５２は、センタ
シャーシ７を構成する各中間枠長辺部材７２（以下、「長辺側ＣＣ」と記すことがある）
に、ネジ２３及びネジ２４でそれぞれ２ヶ所及び６ヶ所ずつ締結されて組み付けられるこ
とから、それらネジ２３及びネジ２４をそれぞれ挿通させる貫通孔５２ａ及び貫通孔５２
ｂが形成されている（図２０、２２参照）。
【００２０】
リアシャーシ６は、導電性金属板から成形されて表面が開放した箱状でベゼル５内に収納
可能なものであって、装置の左右方向となる上側及び下側の開放端が外側に折曲した折曲
端６ａが形成されている（図５、６、１１、２１参照）。ここで、リアシャーシ６の背面
には、上記したネジ２８によるソース側回路基板１３締結用のネジ孔６ｂが形成されてい
る（図１１、２０参照）。また、詳細は後述するが、リアシャーシ６の背面には、センタ
シャーシ７を構成する各短辺側ＣＣ７１がネジ２５で３ヶ所ずつ締結されて組み付けられ
ることから、それらネジ２５をそれぞれ挿通させる貫通孔６ｃが形成され（図５、１１、
１９参照）、更に、折曲端６ａには、各長辺側ＣＣ７２がネジ２６で５ヶ所ずつ締結され
て組み付けられることから、それらネジ２６をそれぞれ挿通させる貫通孔６ｄが形成され
ている（図６、１１、２１参照）。
【００２１】
センタシャーシ７は、導電性金属板から成形された断面略Ｌ字形の各一対の短辺側ＣＣ７
１及び長辺側ＣＣ７２よりなる（図７～１０、１２、１３参照）。
【００２２】
先ず、短辺側ＣＣ７１は、図１２に示すように、装置の正面側となる上面７１ａに平行で
同一面上となるように切り起こされた２つの第１切起片７１ｃ、装置の左右側となる側面
７１ｂに平行で同一面上となるように切り起こされた４つの第２切起片７１ｄ、これら第
２切起片７１ｄよりも高さが低く切り起こされた同一面上の４つの第３切起片７１ｅ、上
面７１ｂに平行で同一面上となるように側面７１ｂの下端から折曲した３つの第１折曲片
７１ｆ、及び、上面７１ｂの両端から上面７１ｂ及び側面７１ｂと直角に折曲した第２折
曲片７１ｇが形成されている。
【００２３】
ここで、各第１切起片７１ｃ及び各第２切起片７１ｄには、上記したネジ２１及びネジ２
２によるパネル収容枠短辺部材５１締結用に、それぞれネジ孔７１ｈ及びネジ孔７１ｉが
形成され（図１６、１７参照）、各第３切起片７１ｅには、上記したネジ２９によるゲー
ト側回路基板１４締結用のネジ孔７１ｊが形成され（図１８参照）、各第１折曲片７１ｆ
には、上記したネジ２５によるリアシャーシ６締結用のネジ孔７１ｋが形成されている（
図１９参照）。また、詳細は後述するが、各第２折曲片７１ｇには、各長辺側ＣＣ７２の
両端がネジ２７で締結されてセンタシャーシ７を構成することから、それらネジ２７をそ
れぞれ螺合させるネジ孔７１ｌが形成されている（図２２参照）。
【００２４】
なお、７１ｍは後述する第２支持台９をネジ３２で固定するための貫通孔で、７１ｎはそ
の第２支持台９に位置合わせ用として設けられた突起と嵌合する貫通孔である。
【００２５】
次に、長辺側ＣＣ７２は、図１３に示すように、装置の正面側となる上面７２ａに平行で
同一面上となるように切り起こされた２つの第４切起片７２ｃ、装置の上下側となる側面
７２ｂに平行で同一面上となるように切り起こされた６つの第５切起片７２ｄ、７２ｄ’
、及び、側面７２ｂの両端から突出した突片７２ｅが形成されている。
【００２６】
ここで、各第４切起片７２ｃ及び各第５切起片７２ｄ、７２ｄ’には、上記したネジ２３
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及びネジ２４によるパネル収容枠長辺部材５２締結用に、それぞれネジ孔７２ｆ及びネジ
孔７２ｇ、７２ｇ’が形成され（図２０、２２参照）、各突片７２ｅには、上記したネジ
２７による短辺側ＣＣ７１締結用の貫通孔７２ｈが形成されている（図２２参照）。また
、上面７２ａには、上記したネジ２６によるリアシャーシ６締結用のネジ孔７２ｉが５ヶ
所に形成されている（図２１参照）。
【００２７】
なお、詳細は後述するが、７２ｊは、液晶パネル１の位置決め用、且つパネル収容枠長辺
部材５２と長辺側ＣＣ７２との隙間形成用としての第１スペーサ１５（以下、「第１ピー
スパネル」と記すことがある）、又は第２スペーサ１６（以下、「第２ピースパネル」と
記すことがある）をネジ３０で固定するためのネジ孔で、７２ｋはその第１、第２ピース
パネル１５、１６に位置決め用として設けられた第２突起１５ｄ、１６ｄと嵌合する貫通
孔で、７２ｌはその第２ピースパネル１６に補助的な係止め用として設けられた一対の第
２突起１６ｅと係合する貫通孔であって、これらネジ孔７２ｊ、貫通孔７２ｋ及び貫通孔
７２ｌは、第１ピースパネル１５又は第２ピースパネル１６を所定の間隔をあけて３つ配
置できるよう３組形成されている（図７、９、１０、１３、１４、２３～２６参照）。
【００２８】
このように本実施形態のセンタシャーシ７は、相互に独立した短辺側ＣＣ７１と長辺側Ｃ
Ｃ７２とを組み合わせて構成されることから、一体成形品として製作される場合と比較し
て、素材コストを抑えることができるという利点がある。何故ならば、一体成形品の場合
は、成形に際し最終的には不要な中抜き部が必要となるため、素材コストに直接反映する
素材歩留まりが悪化せざるを得ないからである。また、調達段階で嵩張らないことから、
一度に大量の運搬が行え、保管スペースも少なくて済むという利点も当然に生まれる。
【００２９】
各第１支持台８は、図６に示すように、リアシャーシ６の左右側の内側に配置されて各蛍
光ランプ２の両端を貫通させて支持するものであって、リアシャーシ６の背面からネジ３
１で２ヶ所ずつ締結固定される（図５、１１参照）。また、各第１支持台８の上面には、
後述する各第２支持台９を位置決めする突起８ａが３ヶ所ずつ形成されている。
【００３０】
各第２支持台９は、各短辺側ＣＣ７１の各貫通孔７１ｍを挿通するネジ３２で締結固定さ
れ、拡散板４の縁部を各短辺側ＣＣ７１とで挟持するものである（図８、１６～１９参照
）。ここで、各第２支持台９の下面には、それぞれ各第１支持台８の各突起８ａと嵌合す
る穴（不図示）が形成されていて、各第２支持台９と各第１支持台８が各突起８ａと各穴
との嵌合によって位置決めされて対向配置された状態と、嵌合が外れて相互が離間した状
態とを取り得るようになる。
【００３１】
なお、各第１支持台８及び各第２支持台９は、各蛍光ランプ２からの光の反射効率を反射
板３とともにより高めるべく、酸化チタンを含有した白色の樹脂で成形されることが好ま
しい。
【００３２】
続いて、このような構成の各部品を用いて液晶表示装置を組み立てる組立手順を説明する
。先ず、各第１支持台８をリアシャーシ６内にネジ３１で締結固定し（図１１参照）、各
蛍光ランプ２の両端を支持させ、一方で、各短辺側ＣＣ７１と各長辺側ＣＣ７２とをネジ
２７で締結してセンタシャーシ７を形成する（図２２参照）。次いで、各第２支持台９を
各第１支持台８上に位置決めして載置し、それら第２支持台９上に拡散板４の縁部を載置
するとともに、センタシャーシ７を被せて各短辺側ＣＣ７１を位置合わせし、各短辺側Ｃ
Ｃ７１と各第２支持台９とをネジ３２で締結固定する（図８参照）。これにより、拡散板
４の縁部が各短辺側ＣＣ７１と各第２支持台９とで挟持される。
【００３３】
次いで、リアシャーシ６に対して、ネジ２５で各短辺側ＣＣ７１を（図１９参照）、ネジ
２６で各長辺側ＣＣ７２を（図２１参照）それぞれ締結し、更に、装置の上側となる長辺
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側ＣＣ７２の外周角部に各第１ピースパネル１５を、他方装置の下側となる長辺側ＣＣ７
２の外周角部に各第２ピースパネル１６をそれぞれネジ３０で締結固定する。
【００３４】
このようにして、図７～１１に示すような組立時におけるバックライト側ユニットが形成
される。
【００３５】
ここで、各第１、第２ピースパネル１５、１６は、次に組み付けられる液晶パネル１を位
置決めする際に機能を発揮する。つまり、各第１ピースパネル１５及び各第２ピースパネ
ル１６は、図１４、１５に示すように、断面Ｌ字形の樹脂からなっていて、その上面部１
５ａ、１６ａの開放端が液晶パネル１の縁と当接して移動を規制することにより、液晶パ
ネル１の位置決めがなされる（図２３～２６参照）。また、各第１、第２ピースパネル１
５、１６は、更に組み付けられるパネル収容枠長辺部材５２と長辺側ＣＣ７２との間の隙
間形成の役割を果たす。つまり、所定の厚さを有する各第１、第２ピースパネル１５、１
６の側面部１５ｂ、１６ｂによって、パネル収容枠長辺部材５２と長辺側ＣＣ７２とが不
用意に接触するのを防ぎ、特に、各第１ピースパネル１５同士の間には、液晶パネル１と
ソース側回路基板１３間を連結するソース側配線フィルムが存することになるが、このソ
ース側配線フィルムがパネル収容枠長辺部材５２や長辺側ＣＣ７２に異常接触することも
防止できる。
【００３６】
次いで、各短辺側ＣＣ７１及び各長辺側ＣＣ７２上に液晶パネル１の縁部を載置し、ネジ
２９でゲート側回路基板１４を短辺側ＣＣ７１に締結固定する。更に各パネル収容枠短辺
部材５１を短辺側ＣＣ７１に被せ、ネジ２１及びネジ２２で締結固定し、これと併せて、
ソース側配線フィルムを各第１ピースパネル１５間に沿わせつつ、各パネル収容枠長辺部
材５２を長辺側ＣＣ７２に被せ、ネジ２３で締結固定する。これにより、液晶パネル１の
縁部が各パネル収容枠短辺部材５１及び各パネル収容枠長辺部材５２とそれぞれ各短辺側
ＣＣ７１及び各長辺側ＣＣ７２とで挟持される。そして、ソース側回路基板１３をネジ２
８でリアシャーシ６の背面に締結固定する。
【００３７】
最後に、リアシャーシ６の上側角部及びソース側回路基板１３を保護するための上側シー
ルドカバー６１、他方リアシャーシ６の下側角部を保護するための下側シールドカバー６
２をパネル収容枠長辺部材５２とともに長辺側ＣＣ７２にそれぞれネジ２４で締結固定し
、液晶表示装置の組み立てが完了する（図１～５、及び図１６～２６の（ａ）参照）。
【００３８】
このようにして組み立てられた液晶表示装置において、ベゼル５（パネル収容枠短辺部材
５１及びパネル収容枠長辺部材５２）、リアシャーシ６、並びにセンタシャーシ７（短辺
側ＣＣ７１及び長辺側ＣＣ７２）はともに導電性金属であって、相互がネジ２１～２６で
締結されていることから、相互に電気的に導通した状態となる。更に、ソース側回路基板
１３はネジ２８でリアシャーシ６に、ゲート側回路基板１４はネジ２９で短辺側ＣＣ７１
にそれぞれ締結されていることから、また、ＩＴＯ膜４１は拡散板４が挟持されることで
各短辺側ＣＣ７１と当接していることから、これらも含めて全てが電気的に導通した状態
となる。なお、上側シールドカバー６１及び下側シールドカバー６２も、同様に導通状態
となっている。つまり、単に組み付けることで、高周波ノイズの影響を受ける部品が全て
導通状態となるわけである。
【００３９】
従って、液晶表示装置を使用する際、表出しているベゼル５又はリアシャーシ６のいずれ
かをグランド電位に接地することによって、同時に各部品が接地されることになり、高周
波ノイズの電荷を各部品内に滞留させることなく装置外に放出することが可能となる。特
に、ソース側回路基板１３やゲート側回路基板１４やＩＴＯ膜４１は、高周波ノイズの電
荷が滞留し易い部品であるため、効果が著しい。
【００４０】
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また、センタシャーシ７は樹脂よりも線熱膨率の小さい金属であるため、バックライトの
総発光量すなわち発熱量が増大しても、熱変形が十分抑えられる。よって、液晶表示装置
の使用中、センタシャーシ７に関与する各部品の位置精度が十分に確保される。
【００４１】
引き続き、液晶表示装置をメンテナンス時に分解する分解手順を説明する。先ず、ネジ２
４を外し、上側シールドカバー６１及び下側シールドカバー６２を取り外す。次いで、ネ
ジ２８を外し、ソース側回路基板１３をリアシャーシ６に対しフリーにする。最後に、ネ
ジ２５及びネジ２６を外すと、拡散板４をベゼル５内に残したままで、リアシャーシ６、
バックライト（各蛍光ランプ２及び反射板３）、並びに各第１支持台８が、一体的なバッ
クライト側ユニットとして分離可能となり、このバックライト側ユニットを分離させ（図
６、及び図１６～２６の（ｂ）参照）、実質的なメンテナンス作業として蛍光ランプ２や
反射板３の調整（主として交換）を行う。
【００４２】
なお、本発明は上記の実施形態に限定されず、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、種々の
変更が可能である。例えば、ベゼル５やセンタシャーシ７は、枠状に構成される限り、一
体成形品であっても構わない。また、メンテナンス作業の容易性を考慮すれば、上記の実
施形態のように、バックライト側ユニットの分離と同時に各蛍光ランプ２及び反射板３が
表出すべく、互いに独立した各第１支持台８と各第２支持台９とを設けることが望ましい
が、これら第１支持台８と第２支持台９とを一体にしてもよい。この場合、上記の実施形
態におけるネジ３２を排除することで足りるが、メンテナンス作業の際、拡散板４も含め
たバックライト側ユニットが分離されることになる。
【００４３】
【発明の効果】
以上説明した通り、本発明によれば、一対のガラス基板間に液晶を封入してなる液晶パネ
ルと、複数の棒状の蛍光ランプ及び反射板よりなるバックライトと、前記液晶パネル及び
前記バックライトの間で相互と対向配置される拡散板と、前記液晶パネルを収容するパネ
ル収容枠と、前記バックライトを収容するバックライト収容筐体と、前記パネル収容枠及
び前記バックライト収容筐体内に収容されて相互を連結する中間枠と、前記バックライト
収容筐体内に固定され前記各蛍光ランプの両端を貫通させて支持する一対の支持台と、を
備えた液晶表示装置において、前記パネル収容枠、前記バックライト収容筐体、及び前記
中間枠が導電性金属板から成形されてなり、前記液晶パネルの縁部が前記パネル収容枠と
前記中間枠で挟持され、前記拡散板の縁部が前記中間枠と前記支持台で挟持され、前記パ
ネル収容枠及び前記バックライト収容筐体が前記中間枠にそれぞれ第１ネジ及び第２ネジ
で締結されて組み付けられており、前記パネル収容枠又は前記バックライト収容筐体がグ
ランド電位に接地される。これにより、バックライトの総発光量が増してその発熱量が増
大しても、中間枠が樹脂よりも線熱膨率の小さい金属であるため、中間枠の熱変形が抑え
られ、中間枠に関与する各部品の位置精度を十分に確保できるようになる。また、単に組
み付けることで、パネル収容枠とバックライト収容筐体と中間枠とが電気的に導通すると
ともに、相互がグランド電位に接地され、高周波ノイズの電荷を装置外に放出できる。
【００４４】
ここで、前記中間枠は、断面略Ｌ字形の各一対の中間枠短辺部材及び中間枠長辺部材が相
互に第３ネジで締結されてなると、一体成形品と比較して素材歩留まりが著しく向上する
ため、素材コストを抑えることが可能となる。
【００４５】
また、前記液晶パネルは、その一側に液晶パネル駆動用のソース側回路基板がソース側配
線フィルムを介して接続されるとともに、このソース側配線フィルムが接続された一側と
直角な他の一側に液晶パネル駆動用のゲート側回路基板がゲート側配線フィルムを介して
接続されており、前記ソース側回路基板が前記バックライト収容筐体の背面と第４ネジで
締結され、前記ゲート側回路基板が前記中間枠と第５ネジで締結されて組み付けられると
、それらソース側回路基板及びゲート側回路基板は高周波ノイズの電荷が滞留し易い部品
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であるが、単に組み付けられることで簡単に接地され、装置外に電荷を放出することがで
きる。
【００４６】
また、前記中間枠と接触する前記拡散板の一面にＩＴＯ膜が積層されていると、上記と同
様に、ＩＴＯ膜は高周波ノイズの電荷が滞留し易い部品であるが、単に組み付けられるこ
とで簡単に接地され、装置外に電荷を放出することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　　本発明の一実施形態である液晶表示装置の斜視図である。
【図２】　　その液晶表示装置の正面図である。
【図３】　　その液晶表示装置の左右側面図である。
【図４】　　その液晶表示装置の上下側面図である。
【図５】　　その液晶表示装置の背面図である。
【図６】　　その液晶表示装置をメンテナンス時に分離させた斜視図である。
【図７】　　その液晶表示装置の組立時におけるバックライト側ユニットの正面図である
。
【図８】　　そのバックライト側ユニットの左右側面図である。
【図９】　　そのバックライト側ユニットの上側面図である。
【図１０】　　そのバックライト側ユニットの下側面図である。
【図１１】　　そのバックライト側ユニットの背面図である。
【図１２】　　その液晶表示装置の中間枠短辺部材の斜視図である。
【図１３】　　その液晶表示装置の中間枠長辺部材の斜視図である。
【図１４】　　その液晶表示装置に用いられる第１スペーサの斜視図である。
【図１５】　　その液晶表示装置に用いられる第２スペーサの斜視図である。
【図１６】　　その液晶表示装置のＡ－Ａ断面図である。
【図１７】　　その液晶表示装置のＢ－Ｂ断面図である。
【図１８】　　その液晶表示装置のＣ－Ｃ断面図である。
【図１９】　　その液晶表示装置のＤ－Ｄ断面図である。
【図２０】　　その液晶表示装置のＥ－Ｅ断面図である。
【図２１】　　その液晶表示装置のＦ－Ｆ断面図である。
【図２２】　　その液晶表示装置のＧ－Ｇ断面図である。
【図２３】　　その液晶表示装置のＨ－Ｈ断面図である。
【図２４】　　その液晶表示装置のＩ－Ｉ断面図である。
【図２５】　　その液晶表示装置のＪ－Ｊ断面図である。
【図２６】　　その液晶表示装置のＫ－Ｋ断面図である。
【符号の説明】
１　　液晶パネル
２　　蛍光ランプ
３　　反射板
４　　拡散板
５　　パネル収容枠
６　　バックライト収容筐体
７　　中間枠
８　　第１支持台
９　　第２支持台
１１　　ガラス基板
１２　　光学シート
１３　　ソース側回路基板
１４　　ゲート側回路基板
１５　　第１スペーサ
１６　　第２スペーサ
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２１、２２、２３　　ネジ（第１ネジ）
２４　　ネジ（シールドカバー締結用）
２５、２６　　ネジ（第２ネジ）
２７　　ネジ（第３ネジ）
２８　　ネジ（第４ネジ）
２９　　ネジ（第５ネジ）
３０　　ネジ（第１、第２スペーサ締結用）
３１　　ネジ（第１支持台締結用）
３２　　ネジ（第２支持台締結用）
４１　　ＩＴＯ膜
５１　　パネル収容枠短辺部材
５２　　パネル収容枠長辺部材
６１　　上側シールドカバー
６２　　下側シールドカバー
７１　　中間枠短辺部材
７２　　中間枠長辺部材
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】
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【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】 【 図 １ ９ 】
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【 図 ２ ０ 】 【 図 ２ １ 】

【 図 ２ ２ 】

【 図 ２ ３ 】

【 図 ２ ４ 】

【 図 ２ ５ 】
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【 図 ２ ６ 】
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